
Ⅰ 解説編 

 

 

１ 制度の創設 

平成 19 年１月 11 日(日本時間１月 12 日)にパリにおいて署名が行われた日仏改正議定書で、

自国において就労する相手国の者が日仏社会保障協定の規定に従って相手国の社会保障制度に

対して支払う保険料について、就労地国において所得控除を相互に認める措置が導入された 

(日仏改正議定書 12(非居住者については同議定書 20⑧))。 

日仏改正議定書における措置に伴い、実特法において、我が国の居住者が条約相手国の社会

保障制度に支払う保険料及び条約相手国の居住者等が我が国又は条約相手国の社会保障制度に

支払う保険料について所得の金額から控除する制度が創設された(注) (実特法５の２)。 

 (注) 当該創設された実特法の規定により、今後、フランス共和国以外の他国との間の租税条約に同様の措置

が導入された場合にも同様の取扱いとなる。 

【参考１：日本国に就労するフランス共和国の居住者等が支払う保険料に係る日本における課税の取扱い】  

 日本の居住者である場合(※2) フランス共和国の居住者等である場

合(※2) 

日本国の社会保障制度に保険料

を支払う場合(※1) 

従前より社会保険料控除の対象 

(所法 74) 

フランス共和国の社会保障制度

に保険料を支払う場合(※1) 

社会保険料控除の対象に追加 

(改正後の日仏租税条約 18②) 

給与所得のうち、支払保険料相当分を

非課税扱いとする(議定書９Ａ) 

※1 日仏社会保障協定により、日本国又はフランス共和国のいずれの社会保障制度に保険料を支払うかが決定

される。なお、「社会保障制度」とは、日仏社会保障協定第２条により適用対象とされているものをいう。 

※2 所得税法及び日仏租税条約により、日本国又はフランス共和国のいずれの居住者となるかが決定される。 

 

【参考２：適用関係】 
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会保険料控除(Ｐ２参照) 
を還付(Ｐ７参照) 
険料控除後の金額を給与

得の金額とする(Ｐ５参照)
険料に対応する源泉徴収税
泉徴収されない部分の金額

ら保険料を控除(Ｐ９参照)



２ 制度の概要 

(1)  我が国の居住者が支払う条約相手国の保険料の控除 

① 社会保険料控除 

我が国の居住者が、支払った又は控除される条約相手国の社会保障制度(租税条約に規

定する社会保障制度をいう。)に対する保険料(以下(１)において「保険料」という。)の

うち、租税条約の規定により我が国の社会保障制度に対して支払われる強制保険料と同様

の方法並びに類似の条件及び制限に従って取り扱うこととされているものについては、所

法第 74 条第２項((社会保険料控除))に規定する社会保険料とみなして、同法(注)の規定を

適用することとされた(実特法５の２①)。 

(注)  所法第 188 条((給与等から控除される社会保険料等がある場合の徴収税額の計算))、第 190 条

((年末調整))及び第 196 条((給与所得者の保険料控除申告書))を除く。 

 

② 保険料の金額の上限 

①により控除する保険料については、次のＡからＤの金額の合計額にその年における保

険料の金額の計算の基礎となった期間の月数を乗じて計算した金額を上限とされた(実特

法５の２②、実特令４の２②、③)。 

【計算式】 

（次のＡ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）×その年における保険料の金額の計算の基礎となった期間の月数 

(注) 月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときはこれを１月とする。 

＝上限額

 

Ａ 厚年法第 20 条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額に保険

料率(その年の 12 月の属する厚年法第 81 条第４項の表の上欄に掲げる月分に応じ、それ

ぞれ同表の下欄に定める率をいう。Ｂにおいて同じ。)を乗じて得た額の２分の１に相当

する金額 

【計算式】 

最高等級の標準報酬月額(厚年法 20①)   保険料率(厚年法 81④) 

62 万円   ×   （14.996％（19 年）～18.3％（29 年）） ×１／２ 

 

＝Ａ 

 

Ｂ 厚年法第 24 条の３第１項後段の規定により定められる標準賞与額の限度額に保険料

率を乗じて得た額の２分の１に相当する金額に３を乗じてこれを 12 で除して計算した

金額 

【計算式】 

標準賞与額の限度額(厚年法 24 の３①) 保険料率(厚年法 81④) 

150 万円   ×     (14.996％(19 年)～18.3％(29 年))  ×１／２×３÷12 

 

＝Ｂ 

 

Ｃ 健保法第 40 条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額に保険

料率(健保法第 160 条第１項の規定により一般保険料率として決定される率のうち最も
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高いものをいう。Ｄにおいて同じ。)を乗じて得た額の２分の１に相当する金額 

【計算式】 

最高等級の標準報酬月額(健保法 40①)  保険料率(健保法 160①(注)) 

121 万円      ×     10％     ×     １／２ 

 

＝Ｃ 

(注) 健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）による改正後の率  

 

Ｄ 健保法第 45 条第１項ただし書の規定により定められる標準賞与額の限度額に保険料

率を乗じて得た額の２分の１に相当する金額を 12 で除して計算した金額 

【計算式】 

標準賞与額の限度額(健保法 45①)  保険料率(健保法 160①(注)) 

540 万円    ×     10％     ×    １／２  ÷12 

 

＝Ｄ 

(注) 健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）による改正後の率 

 

③ 手続等 

①の社会保険料控除の適用を受けようとする場合には、その適用を受けようとする年分

の確定申告書に次のイからホまでの事項を記載した届出書(資料編 資料７)並びにヘ及

びトの書類を添付することとされた(実特法５の２①、実特令４の２①、実特規６の２①)。 

なお、①の社会保険料控除の適用を受けようとする年分の確定申告書を提出しない者で

あっても、その適用を受けようとする場合には、次のイからホまでの事項に準ずる事項を

記載した届出書並びにヘ及びトの書類を、その年の翌年３月 15 日までに、その者の納税

地の所轄税務署長に提出しなければならないこととされた(実特規６の２②)。 

イ 氏名、国籍、住所又は居所、国内において役務の提供を開始した日及び居住者となっ

た日 

ロ 租税条約の規定に基づき社会保険料控除を受けることができる事情の詳細 

ハ 保険料の種類、金額及びその支払った又は控除される年月日並びに保険料の金額の計

算の基礎となった所得の金額及びその期間 

ニ 保険料の金額の計算の基礎となった所得の支払者の氏名及び住所若しくは居所又は

名称及び本店若しくは主たる事務所の所在地 

ホ その他参考となるべき事項 

ヘ 保険料の金額を証する書類 

ト 相手国の社会保障制度に係る権限ある機関のその居住者のその社会保障制度に係る

法令の適用を受ける旨の証明書(以下「適用証明書」という。) 
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④ 届出書の記載例 

 

 

適用される租税条約の条項その他

(特定社会)保険料に関する詳細な

内容を記載する。 

確定申告書第二表に転記する。 
「社会保険の種類」には、「届出書

のとおり」と記載する。 

支払が数回にわたる場合は別途、適

宜の用紙に記載して添付する。 

(注) 記載例の各欄に記載されている内容又は金額は、実際のものとは異なる。以下同じ。
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(2)  国内に恒久的施設を有する相手国居住者等が支払う特定社会保険料の控除 

① 給与又は報酬に係る所得税の免除 

国内に恒久的施設を有する相手国居住者等(租税条約の規定により当該条約の相手国の

居住者又は法人とされるものをいう(実特法２二)。以下同じ。)である非居住者が、その

給与又は報酬（国内源泉所得に該当するものに限る。以下同じ。)から支払った又は控除

される特定社会保険料(我が国の社会保険料及び条約相手国の社会保障制度に係る保険料

のうち、その条約の規定によりこれらの金額につき一定の金額を限度として給与又は報酬

に対し租税を課さないこととされるものをいう。以下(２)から(４)において「特定社会保

険料」という。)がある場合には、その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額及び

特定社会保険料の金額を控除した残額を給与所得の金額とすることとされた。 

また、その相手国居住者等が給与所得者の特定支出の控除の特例(所法 57 の２)の適用

を受ける場合には、その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額及びその年中の特定

支出の額の合計額が給与所得控除額を超える部分の金額並びに特定社会保険料の金額を

控除した金額を給与所得の金額とすることとされた(実特法５の２③)。 

 

② 特定社会保険料の金額の上限 

①により控除する特定社会保険料の金額については、(1)②で計算した金額を上限とさ

れた(実特法５の２④、実特令４の２②、③)。 

 

③ 手続等 

①の所得税の免除を受けようとする場合には、その適用を受けようとする年分の確定申

告書に次のイからトまでの事項を記載した届出書（相手国の社会保障制度に係る特定社会

保険料につき所得税の免除を受けようとする場合には、チ及びリの書類の添付があるもの

に限る。）を添付することとされた(実特規６の２③)。 

なお、①の所得税の免除を受けようとする年分の確定申告書を提出しない場合であって

も、その適用を受けようとする場合には、次のイからトまでの事項に準ずる事項を記載し

た届出書（相手国の社会保障制度に係る特定社会保険料につき所得税の免除を受けようと

する場合には、チ及びリの書類の添付があるものに限る。）を、その年の翌年３月 15 日ま

でに、その者の納税地の所轄税務署長に提出しなければならないこととされた(実特規６

の２④)。 

イ 氏名、国籍、住所又は居所、国内において役務の提供を開始した日 

ロ 給与又は報酬に係る相手国における納税地及び相手国において納税者番号を有する

場合には、その納税者番号 

ハ 特定社会保険料に係る給与又は報酬につき租税条約の規定に基づき所得税の免除を

受けることができる事情の詳細 

ニ 特定社会保険料の種類、金額及びその支払った又は控除される年月日並びに特定社会

保険料の金額の計算の基礎となった給与又は報酬の金額及びその期間 
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ホ 給与又は報酬の支払者の氏名及び住所若しくは居所又は名称及び本店若しくは主た

る事務所の所在地 

ヘ 納税管理人の届出をしている場合には、その納税管理人の氏名及び住所又は居所 

ト その他参考となるべき事項 

チ 特定社会保険料の金額を証する書類 

リ 相手国の社会保障制度に係る権限ある機関の相手国居住者等の適用証明書 

 

④ 届出書の記載例 
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給与等の収入金額から給与所得控除及び当該金額を控除した残額が給与所得の金額となる。 
また、給与所得者の特定支出の控除の特例(所法 57 の２)の適用を受ける場合には、給与等の収入金額か

ら給与所得控除額及び特定支出の額の合計額が給与所得控除額を超える部分の金額並びに特定社会保険

料の金額を控除した金額が給与所得の金額となる。



(3) 国内に恒久的施設を有しない相手国居住者等が支払う特定社会保険料に係る所得税の 

還付(給与又は報酬につき源泉徴収を受ける場合) 

① 給与又は報酬に係る所得税の還付 

国内に恒久的施設を有しない相手国居住者等である非居住者が、その給与又は報酬から

特定社会保険料を支払った又は控除される場合において、その給与又は報酬につき源泉徴

収の規定の適用を受けるときは、税務署長は、その相手国居住者等に対し、その給与又は

報酬につき源泉徴収された所得税の額のうち特定社会保険料に対応する部分の金額に相

当する金額を還付することとされた(実特法５の２⑤)。 

なお、特定社会保険料に対応する部分の金額とは、その年中に支払った又は控除される

特定社会保険料の金額((2)①又は(4)①の適用を受ける部分の金額を除く。)に 20％を乗

じて計算した金額とされた(実特令４の２④)。 

 

② 特定社会保険料の金額の上限 

①の特定社会保険料の金額については、(1)②で計算した金額を上限とされた(実特法５

の２④、実特令４の２②、③)。 

 

③ 手続等 

①の所得税の還付を受けようとする場合には、次のイからチまでの事項を記載した還付

請求書に、リからルまでの書類(我が国の社会保険料に係る特定社会保険料につき還付を

受けようとする場合には、リの書類)を添付して、その年の翌年 1月１日(同日前に特定社

会保険料の総額が確定した場合には、その確定した日)以後に、納税地の所轄税務署長に

提出することとされた(実特令４の２⑤、実特規６の２⑤、⑥)。 

イ 氏名、国籍、住所又は居所、国内において役務の提供を開始した日 

ロ 給与又は報酬に係る相手国における納税地及び相手国において納税者番号を有する

場合には、その納税者番号 

ハ 特定社会保険料に係る給与又は報酬につき租税条約の規定に基づき所得税の免除を

受けることができる事情の詳細 

ニ 特定社会保険料の種類、金額及びその支払った又は控除される年月日並びに特定社会

保険料の金額の計算の基礎となった給与又は報酬の金額及びその期間 

ホ 給与又は報酬の支払者の氏名及び住所若しくは居所又は名称及び本店若しくは主た

る事務所の所在地 

ヘ 給与又は報酬につき源泉徴収された所得税の額及び還付を受けようとする金額 

ト 納税管理人の届出をしている場合には、その納税管理人の氏名及び住所又は居所 

チ その他参考となるべき事項 

リ ヘの所得税の額を明らかにする書類その他の資料 

ヌ 特定社会保険料の金額を証する書類 

ル 相手国の社会保障制度に係る権限ある機関の相手国居住者等の適用証明書 
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④ 還付請求書の記載例 

 

還付請求書として提出する場合に記入する。
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(4) 国内に恒久的施設を有しない相手国居住者等が支払う特定社会保険料の控除(給与又は 

報酬につき源泉徴収を受けない場合) 

① 給与又は報酬に係る所得税の免除 

国内に恒久的施設を有しない相手国居住者等である非居住者が、その給与又は報酬から

特定社会保険料を支払った又は控除される場合において、その給与又は報酬につき源泉徴

収の規定の適用を受けないときは、その年中に支払を受ける給与又は報酬の額のうち源泉

徴収の規定の適用を受けない部分の金額から特定社会保険料の金額を控除した残額を基

に所得税の額を計算して、給与等につき源泉徴収を受けない場合の申告書(注)を提出する

こととされた(実特法５の２⑥)。 

  (注) 所法第 172 条第１項の規定による申告書。③及び④において同じ。 

 

② 特定社会保険料の金額の上限 

①の特定社会保険料の金額については、(1)②で計算した金額を上限とされた(実特法５

の２④、実特令４の２②、③)。 

 

③ 手続等 

①の所得税の免除を受けようとする場合には、その適用を受けようとする年分の給与等

につき源泉徴収を受けない場合の申告書に次のイからヘまでの事項を記載した届出書を

添付することとされた(相手国の社会保障制度に係る特定社会保険料につき所得税の免除

を受けようとする場合には、ト及びチの書類の添付も必要とされた。)(実特規６の２⑦)。 

イ 氏名、国籍、住所又は居所、国内において役務の提供を開始した日 

ロ 給与又は報酬に係る相手国における納税地及び相手国において納税者番号を有する

場合には、その納税者番号 

ハ 特定社会保険料に係る給与又は報酬につき租税条約の規定に基づき所得税の免除を

受けることができる事情の詳細 

ニ 特定社会保険料の種類、金額及びその支払った又は控除される年月日並びに特定社会

保険料の金額の計算の基礎となった給与又は報酬の金額及びその期間 

ホ 納税管理人の届出をしている場合には、その納税管理人の氏名及び住所又は居所 

ヘ その他参考となるべき事項 

ト 特定社会保険料の金額を証する書類 

チ 相手国の社会保障制度に係る権限ある機関の相手国居住者等の適用証明書 
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④ 申告書(所法第 172 条第１項に規定する申告書)の記載例 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 届出書の記載例】 

 

 

 

 

  

 

申告書の「課税所得金額合計」欄には、収入金

額の合計額を下段にかっこ書きし、上段に収入金

額から特定社会保険料の金額を控除した後の額

を記載する。 

課税所得金額を計算するに当たっては、③の金

額を給与等の収入金額から控除する。 
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３ 適用関係 

 適用関係は次のとおりである。 

なお、我が国の租税条約において、条約相手国の社会保障制度に対して支払う保険料につい

て所得控除を相互に認める措置を導入したのは日仏改正議定書が初めてである(注)。 

(1)  ２(1)の改正は、居住者が平成 19 年４月１日以後に支払う又は控除される保険料について

適用される(改正法附則 56④)。 

(2)  ２(2)から(4)までの改正は、非居住者が平成 19 年４月１日以後に支払う又は控除される

特定社会保険料について適用される(改正法附則 56⑤)。 

 

(注) 日仏改正議定書は、両国において国内法の手続に従って承認された後、両締約国の国内

手続が終了したことを他方の締約国に通告し、遅い方の通告が他方の締約国によって受領

された月の翌々月の初日に効力が生じる。なお、日仏改正議定書が平成 19 年中に発効した

場合には、我が国においては、次のものに適用される。 
 ① 源泉徴収される租税に関しては、平成 20 年１月１日以後に租税を課される額 
 ② 源泉徴収されない所得に対する租税に関しては、平成 20 年１月１日以後に開始する各

課税年度の所得 
 ③ その他の租税に関しては、平成 20 年１月１日以後に開始する各課税年度の租税 

 - 11 -



４ 参考(日仏社会保障協定、日仏租税条約等適用関係) 

 

居住形態 

※1 
就労形態 

日仏社会保障協定

(社会保障制度加入国)
日仏租税条約

給与の 

支払方法 
課税関係 

日本での就労期間が５年以内、か

つ、仏国雇用者との雇用契約継続 

６条 

仏国制度 
居 

住 

者 上記以外で日本で就労 
９条 

仏国制度 

条約 18 条２項 

社会保険料控除

国内払※2 

国外払 

保険料を社会

保険料控除す

る(所法 74)。

日本での就労期間が５年超、又は、

仏国雇用者との雇用契約なし 

５条 

日本制度 
PE 

あり 
日本での就労期間が５年以内、か

つ、仏国雇用者との雇用契約継続 

６条 

仏国制度 

国内払※2 

国外払  

保険料控除後

の金額を給与

所得の金額と

する(所法 28､

57 の 2)。 

日本での就労期間が５年超、又は、

仏国雇用者との雇用契約なし 

５条 

日本制度 

日本での就労期間が５年以内、か

つ、仏国雇用者との雇用契約継続 

６条 

仏国制度 

国内払※2 

源泉徴収税額

のうち保険料

に対応する金

額を還付する。

日本での就労期間が５年超、又は、

仏国雇用者との雇用契約なし 

５条 

日本制度 

非 

居 

住 

者 
PE 

なし 

日本での就労期間が５年以内、か

つ、仏国雇用者との雇用契約継続 

６条 

仏国制度 

議定書９Ａ 

給与免税 

国外払 

保険料を給与

等につき源泉

徴収されない

部分の金額か

ら控除する(所

法 170、172)。

※1 居住者についてはフランス共和国に恒久的住居がないものとし、相手国居住者等についてはフランス共和

国に恒久的住居があるものとする。 

※2 国内払にはみなし国内払(所法 212②)を含む。 
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